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ぶしつけな質問をします。あなたの仕事は肉体労働ですか、それとも頭脳労働ですか？さてど

うでしょう？どちらでもないとお答えの方もたくさんいらっしゃいますでしょうね。実は大きく

その２つに分かれるのではなく、もう一つの労働形態があると言われているのをご存知ですか。 

 肉体労働、頭脳労働に続く第３の労働形態として、米国のアーリー・ホックシールドという社

会学者が提唱したのが、「感情労働」です。これは「顧客等の満足を得るために自分の感情をコ

ントロールし、常に模範的で適切な言葉、表情、態度で対応することを求められる労働」と定義

されています。 

 典型的には、ホテルや飲食店の接客業などがこれに分類されるのではないでしょうか。常に笑

顔を作ったり、明るく振る舞ったり、下手したら一日中自分の内面とは違う「別人格」を装うこ

とを求められるような仕事は、まさにそのものです。政治家なんてのもそう見ると面白いですよ

ね。 

 しかしサービス業以外にも、人を相手にする仕事はどれも、感情コントロールが必要ですので、

ほとんどの仕事に当てはまるのかもしれません。部下を管理するのが仕事の管理職なども、そう

ですよね。つまりほとんどの仕事に「感情労働的要素」は含まれるのかもしれません。 

 そして医者や弁護士などのかつては権威的な職業だった専門職でさえ、今では対人サービスと

言う視点を無視することができなくなっています。医者も、単に病気を治す知識を提供するだけ

では許されない時代になってます。 

肝心なのは、誰しも人間ですから、対人的な接客の知識とか技術を学び、感情のコントロール

を上手にしないと、ストレスが溜まりやすいということです。 

ですから医者も、医学部時代に授業の中で患者さんに対する共感の仕方、傾聴姿勢、相槌の打

ち方のような相談スキルを学んだり、研修時には、接客教育として身だしなみや言葉遣いなどに

ついても指導を受けるそうです。 

 

  

 日本では、サービス産業の発展により、今や３分の２

の労働者が第三次産業に就いているとされ、「感情労働

者」がかなり増えています。それぞれが自分の仕事の感

情労働的な側面について意識し、その中身に気づいてい

くことが、ストレスへの対処法にもなるようです。 

参考：「あなたの仕事、感情労働ですよね？」 

関谷大輝（花伝社刊） 
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令和元年年末調整について 

 年末調整の時期が近づいてきました。今年の年末調整については、基本的には前年と大きな変

更点はありません。ただし、令和元年の年末調整を行う際に、令和２年分の「扶養控除等申告書」

を配布し、記入を行う場合が一般的かと思いますが、その場合には令和２年分からの所得税改正

の影響で、書式等の変更がありますので注意が必要です。 

◆「令和２年分 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書について 

 ➀ 所得金額の判定 

次の者の判定における所得金額（見積額）の上限が 10 万円ずつ引き上げられています。 

扶養親族等の区分 
合計所得金額要件 

改正後 改正前 

同一生計配偶者 48 万円以下 38 万円以下 

扶養親族 48 万円以下 38 万円以下 

源泉控除対象配偶者 95 万円以下 85 万円以下 

配偶者特別控除の対象となる配偶者 48 万円超 133 万円以下 38 万円超 123 万円以下 

勤労学生 75 万円以下 65 万円以下 

（注）配偶者特別控除の算定の基礎となる配偶者の合計所得金額の区部についても、それぞれ 

10 万円引き上げられています。 

これは、基礎控除額が３８万円から４８万円に引き上げられる改正に伴うものです。 

  ただし、給与所得控除の改正もあるため、収入が給与のみの場合であれば、年収ベースで見

たときにはこれまでと変更はありません。 

➁ 単身児童扶養者の項目が追加 

「住民税に関する事項」に「単身児童扶養者」の欄が追加されました。地方税法の改正に伴い、 

生計を一にする子について児童扶養手当の支給を受けている所得者本人で、婚姻（婚姻の届出 

をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。）をしていない人または 

配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。）の 

生死が明らかでない人に該当し、かつ当該所得者本人の合計所得金額が 135 万円以下であれ 

ば、この欄に記載することで住民税が非課税となります。 
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軽減税率制度が導入されて一月が経ちましたが、特に軽減税率に関係のある業種の方については、

レジや経理などにおいて実務上の混乱が少なからず起きているようです。その中でも特に複雑になる

のが飲食業ではないかと思います。以下に注意点をまとめてみました。 

（１）レシートの区分に注意 

飲食業では、スーパー等で仕入・経費の購入を行う機会が多いと思いますが、一回の仕入で食品（軽

減税率８％）、その他経費（１０％）が頻繁に混在することになります。経理の仕訳をする際にレシ

ート内に複数税率が混在すると、経理処理の際に 2 度の入力をすることになり面倒です。出来れば

食品とその他経費のレシートは分けたほうが、支払いは面倒でも入力する際に楽になります。 

ちなみに細かい話になりますが、スーパー等で購入する際にレジ袋を有料で購入することがあると

思います。そのレジ袋に係る税率は、食品のみを買ったとしても軽減税率の対象外となり、１０％と

なります。５円程度のことで区分する手間が煩わしければ、マイバッグを持参しましょう。（ついで

に環境問題にも貢献できますね。） 

（２）消費税の納税額増加に注意 

飲食業においては、テイクアウトのない場合は売上の税率が１０％となります。一方で仕入に関し

ては食品が軽減税率の８％で据え置きとなります。そうなると、売上に係る「仮受消費税等」（預り

消費税）は増えて、仕入に係る「仮払消費税等」（支払い消費税）はそのままです。結果、期中につ

いては手元資金が増えることになります。 

一方で、決算において納付する消費税額は、「仮受消費税等」から「仮払消費税等」を差し引いた

ものを納税します（原則課税の場合）ので、納税額は売上の消費税額が１０％で仕入の消費税額が 

１０％になる一般的な業種よりも多く納めることになります。 

【例：売上 1,000 円 仕入 500 円とした場合】 

 仮受消費税等 

（売上） 

仮払消費税等 

（仕入） 

確定消費税等

（納税額） 

旧税率に対する 

納税額の倍率 

旧税率 8％ 80 円 40 円 40 円 1 倍 

新税率 10％のみ 100 円 50 円 50 円 1.25 倍 

飲食業 100 円 40 円 60 円 1.5 倍 

（※注：飲食業は仕入を全て軽減税率と仮定した場合。） 

つまり、期中において手元資金が増えているので、一見余剰資金があるように見えますが、納税時

に従来より多く納付することになりますので、資金繰りに特に注意が必要です。（記事担当：井上） 

消費税の軽減税率関連の注意点について 
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